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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載をしてい

ません。 

  
２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。  

回次 
第85期 

第３四半期 
連結累計期間 

第86期 
第３四半期 
連結累計期間 

第85期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (千円) 17,358,752 19,258,492 23,469,810 

経常利益又は経常損失（△） (千円) △126,712 843,213 △107,081 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益又は 
親会社株主に帰属する 
四半期（当期）純損失（△） 

(千円) △117,750 430,670 △181,079 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △364,339 419,126 △733,087 

純資産額 (千円) 11,615,502 11,613,116 11,246,345 

総資産額 (千円) 22,418,112 24,494,143 22,360,269 

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期(当期）純損失金額（△） 

(円) △7.47 27.33 △11.49 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 51.8 47.4 50.3 
 

回次 
第85期 

第３四半期 
連結会計期間 

第86期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年10月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年10月１日 
至  平成28年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 17.38 49.28 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在していません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1)経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米大統領選挙後の円安・株高を受け緩やかに持ち直しに向か

うも、米新政権による政策運営など不透明感は否めない状況です。 

このような環境のもと自動車部門では、国内は登録車が堅調に推移した一方、当社主力である軽自動車市場は軽

自動車税増税・一部自動車メーカーによる燃費不正問題により大幅に縮小した市場は回復傾向に転じましたが依然

弱含みの状況です。また、海外においては当社が進出していますインドネシアの市場が回復に転じており、インド

ネシア子会社の受注は拡大しました。建設機械部門においては、資源価格の回復・インフラ工事の増加により中

国・東南アジア市場復調の兆しも見られました。 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は192億５千８百万円（前年同四半期比10.9%増）となりまし

た。部門別では、自動車部品は150億４千７百万円（前年同四半期比14.4%増）、建設機械部品は34億１千万円（前

年同四半期比1.8%増）、農業機械部品は３億６千５百万円（前年同四半期比25.3%減）、その他部品は４億３千５百

万円（前年同四半期比17.6%増）となりました。  

一方、損益面におきましては、売上の増加、グループを挙げての原価低減により、営業利益は６億４千６百万円

（前年同四半期比635.3％増）となりました。また、平成29年３月期第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日～

平成28年９月30日）において、為替差損４億６千万円を計上しておりましたが、その後の為替相場の変動により、

平成29年３月期第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日～平成28年12月31日）において、６億９百万円の為替

差益が発生したことから、平成29年３月期第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年12月31日）にお

いて、為替差益１億４千９百万円を営業外収益に計上したこと等により、経常利益は８億４千３百万円（前年同四

半期は経常損失１億２千６百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億３千万円（前年同四半期は親会社

株主に帰属する四半期純損失１億１千７百万円）となりました。なお、為替差益の影響は主に、当社から海外子会

社への円建て貸付金などによるものであります。 

  
(2)財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産は、前連結会計年度末に比べ21億３千３百万

円増加し、244億９千４百万円となりました。 

 資産の部では、流動資産は、現金及び預金が５億５千４百万円増加、たな卸資産が７億９百万円増加したこと等

により、前連結会計年度末に比べ20億４千５百万円増加し、134億１千２百万円となり、また固定資産は前連結会計

年度末に比べ８千８百万円増加し、110億８千１百万円となりました。 

 負債の部では、流動負債は、買掛金が７億６千２百万円増加、電子記録債務４億８千８百万円増加、未払法人税

等が１億４千６百万円増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ17億８千４百万円増加し、119億７千４百万

円となり、固定負債は、長期借入金の返済により４千８百万円減少したこと等により前連結会計年度末に比べ1千７

百万円減少し、９億６百万円となりました。 

 純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益４億３千万円の計上による増加、剰余金の配当による７千８百万

円の減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ３億６千６百万円増加し、116億１千３百万円となりました。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  

(4）研究開発活動 

研究開発費発生額については、現状、費用区分が困難なため、算出していません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成29年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 15,786,910 15,786,910 
東京証券取引所 
市場第二部 

単元株式数は1,000株であります。

計 15,786,910 15,786,910 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年12月31日 ─ 15,786,910 ─ 2,143,486 ─ 1,641,063 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成28年12月31日現在 

(注)  １  「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれています。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれています。 

２  「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式879株が含まれています。 

３  当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をし

ています。 

② 【自己株式等】 

平成28年12月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 28,000   
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,726,000 15,726 ― 

単元未満株式 普通株式 32,910  ― ― 

発行済株式総数 15,786,910 ― ― 

総株主の議決権 ― 15,726 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱メタルアート 

草津市野路三丁目２番18号 28,000 ― 28,000 0.18 

計 ― 28,000 ― 28,000 0.18 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しています。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、PｗCあらた有限責任監査法人により四半期レビューを受けています。 

 なお、従来、当社が監査証明を受けているＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月

１日をもってＰｗＣあらた有限責任監査法人となりました。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,681,443 2,235,659 

    受取手形及び売掛金 3,109,481 3,551,453 

    電子記録債権 2,459,681 ※1  2,923,760 

    製品 239,872 422,722 

    仕掛品 1,200,883 1,314,876 

    原材料及び貯蔵品 1,929,505 2,342,277 

    その他 746,451 621,694 

    流動資産合計 11,367,319 13,412,444 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 2,688,551 2,655,971 

      機械装置及び運搬具（純額） 4,641,224 4,521,756 

      土地 2,553,234 2,625,883 

      その他（純額） 694,437 769,984 

      有形固定資産合計 10,577,448 10,573,596 

    無形固定資産 44,749 95,093 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 125,170 133,995 

      その他 254,711 288,144 

      貸倒引当金 △9,130 △9,130 

      投資その他の資産合計 370,751 413,009 

    固定資産合計 10,992,950 11,081,699 

  資産合計 22,360,269 24,494,143 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 1,687,326 2,449,425 

    電子記録債務 3,766,196 4,255,040 

    短期借入金 3,572,000 3,572,000 

    未払法人税等 - 146,304 

    賞与引当金 307,452 170,857 

    役員賞与引当金 - 2,700 

    その他 857,358 1,378,546 

    流動負債合計 10,190,333 11,974,874 

  固定負債     

    長期借入金 248,000 200,000 

    退職給付に係る負債 472,439 482,998 

    役員退職慰労引当金 98,400 105,425 

    資産除去債務 25,817 25,890 

    その他 78,932 91,839 

    固定負債合計 923,590 906,153 

  負債合計 11,113,924 12,881,027 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,143,486 2,143,486 

    資本剰余金 1,641,063 1,641,063 

    利益剰余金 7,530,248 7,908,872 

    自己株式 △8,972 △9,282 

    株主資本合計 11,305,825 11,684,140 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 38,712 37,619 

    為替換算調整勘定 △5,246 △19,342 

    退職給付に係る調整累計額 △92,945 △89,301 

    その他の包括利益累計額合計 △59,479 △71,023 

  非支配株主持分 - - 

  純資産合計 11,246,345 11,613,116 

負債純資産合計 22,360,269 24,494,143 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 17,358,752 19,258,492 

売上原価 16,160,017 17,390,900 

売上総利益 1,198,735 1,867,592 

販売費及び一般管理費 1,110,745 1,220,596 

営業利益 87,990 646,995 

営業外収益     

  受取利息 5,105 2,217 

  受取配当金 8,422 3,014 

  為替差益 - 149,304 

  受取ロイヤリティー 6,945 4,913 

  その他 32,411 49,823 

  営業外収益合計 52,884 209,273 

営業外費用     

  支払利息 12,730 9,591 

  為替差損 248,684 - 

  その他 6,173 3,464 

  営業外費用合計 267,587 13,056 

経常利益又は経常損失（△） △126,712 843,213 

特別利益     

  補助金収入 118,276 - 

  特別利益合計 118,276 - 

特別損失     

  固定資産処分損 3,583 14,111 

  固定資産圧縮損 81,859 - 

  製品保証費用 - 82,999 

  災害による損失 - 52,766 

  特別損失合計 85,443 149,878 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） 

△93,879 693,335 

法人税等 260,499 262,664 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △354,379 430,670 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △236,628 - 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△） 

△117,750 430,670 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △354,379 430,670 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △21,853 △1,092 

  為替換算調整勘定 13,688 △14,095 

  退職給付に係る調整額 △1,794 3,643 

  その他の包括利益合計 △9,959 △11,544 

四半期包括利益 △364,339 419,126 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 △129,455 419,126 

  非支配株主に係る四半期包括利益 △234,883 - 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

  

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれています。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

  
(会計方針の変更) 
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日。以下「回収可
能性適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方
法の一部を見直しています。 
 回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第
１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した場合の
繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、第１四
半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算しています。 
 この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）が26,743千円、利益剰余
金が26,743千円増加しています。 

 

  
当第３四半期連結累計期間 

(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

１.  税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。 
 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

電子記録債権 ―千円 37,937千円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

減価償却費 991,169千円 817,192千円 
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(株主資本等関係) 

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  

該当事項はありません。 

  

 

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年6月26日 
定時株主総会 

普通株式 141,849 9 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 78,790 ５ 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

  

当社及び連結子会社は、ともに鍛工品製造販売の単一セグメント（連結子会社は鍛工品の製品及び 当社の一部部

品加工組立を業としている。）であるため、記載を省略しています。  

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日) 

  

当社及び連結子会社は、ともに鍛工品製造販売の単一セグメント（連結子会社は鍛工品の製品及び 当社の一部部

品加工組立を業としている。）であるため、記載を省略しています。  

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

２ 【その他】 

 該当事項はありません。 

  

項目 
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額又は 
１株当たり四半期純損失金額（△） 

△７円47銭 27円33銭 

 (算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は 
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円） 

△117,750 430,670 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額又
は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円） 

△117,750 430,670 

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,760 15,757 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成29年２月13日

株式会社メタルアート 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メタル

アートの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メタルアート及び連結子会社の平成28年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    加 藤  真 美 

指定有限責任社員 
業務執行役員 

  公認会計士    田 邊  晴 康 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成29年2月13日 

【会社名】 株式会社メタルアート  

【英訳名】  ＭＥＴＡＬＡＲＴ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

【代表者の役職氏名】  代表取締役社長 多田 修 

【最高財務責任者の役職氏名】  該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】   滋賀県草津市野路三丁目２番18号 

【縦覧に供する場所】  株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長多田修は、当社の第86期第３四半期（自  平成28年10月１日  至  平成28年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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